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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）および債権放棄に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社 100％出資の連結子会社である東汽商事株式会社を吸収

合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、当社が東汽商事株式会社に対して有する債権の一部を放棄することを併せて決議いたしました。 

なお、本合併は、当社が100％出資する連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・

内容を一部省略しております。 

記 

１．合併の目的 

当社および東汽商事株式会社が営む商事料飲事業は、船内および船客待合所内での料飲販売、東京諸島

での生活必需品の供給において連携して経営強化を図ってまいりましたが、ＥＣサイトを初めとする新た

な事業展開と既存事業の強化を一層推し進めるため、東汽商事株式会社を当社に吸収し、組織強化ならび

に事業・事務管理の更なる効率化と、経営資源を集約することとしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

当社取締役会決議日   2023年2月14日 

合併契約締結日     2023年2月14日 

合併期日（効力発生日） 2023年4月 1 日 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第2項に基づく簡易合併であり、東汽商事株式会社

においては会社法第784条第1項に基づく略式合併であるため、それぞれ合併契約承認株主総

会を開催いたしません。 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、東汽商事株式会社は解散いたします。 

なお、同社は債務超過となっておりますが、本合併に先立ち、当社が同社に対して有する債権の

一部を放棄し、債務超過状態を解消した後、合併する予定です。 

放棄する債権の内容  関係会社短期貸付金および関係会社立替金 

放棄する債権の額   30百万円（予定） 

実施日        2023年 3月31日（予定） 



（３）合併に係る割当ての内容 

当社は、東汽商事株式会社の全株式を所有しているため、本合併による株式その他の金銭等の割

当てはありません。 

（４）合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併当事者の概要（2022年12月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

(1) 名称 東海汽船株式会社 東汽商事株式会社 

(2) 所在地 東京都港区海岸一丁目16番1号 東京都港区海岸一丁目16番1号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 山﨑 潤一 代表取締役 山根 英三 

(4) 事業内容 海運業 飲食業 

(5) 資本金 1,100百万円 10百万円 

(6) 設立年月日 1889年11月15日 1998年12月2日 

(7) 発行済株式数 2,200,000株 200株 

(8) 決算期 12月31日 12月31日 

(9) 大株主および持株比率 藤田観光株式会社  18.04％ 東海汽船株式会社  100.00％ 

DOWAホールディングス株式

会社         6.83％ 

東京汽船株式会社   3.45％ 

株式会社みずほ銀行  2.39％ 

株式会社日本カストディ銀行 

(三井住友信託銀行再信託分･京

浜急行電鉄株式会社退職給付信

託口)         2.32％ 

(10)  直近事業年度の経営成績及び財政状態 

 2022年12月期（連結） 2022年12月期（単体） 

純資産 6,338 百万円 △ 30 百万円 

総資産 23,705 百万円 50 百万円 

１株当たり純資産 2,222.92 円 △ 153,716.98 円 

売上高 13,929 百万円 175 百万円 

営業利益または営業損失(△) 452 百万円 △ 4 百万円 

経常利益または経常損失(△) 299 百万円 △ 4 百万円 

親会社株主に帰属する当期純

利益／当期純損失(△) 
180 百万円 △ 4 百万円 

１株当たり当期純利益または

当期純損失(△) 
82.36 円 △ 22,272.33 円 

 

４．合併後の状況 

本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期の変更はあ

りません。 

 

５．業績に与える影響 

当社は、本合併において債権放棄を実施いたしますが、単体決算においては、過年度において貸倒

引当金および事業損失引当金を計上しているため、影響は軽微であります。なお、連結決算において

は、当社100％出資の連結子会社との合併であるため、本債権放棄による影響はありません。 

 
以 上 


